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与那原町地区計画区域内における建築物の制限に関する条例 

 

平成１５年 ６月２４日条例第 ９号 

改正 平成１６年 ９月２１日条例第１０号 

平成１８年 ９月２０日条例第２１号 

平成１９年 ９月２６日条例第１４号 

平成２３年 ２月 ８日条例第 １号 

平成２５年 ９月 ９日条例第１７号 

平成２６年 ６月 ９日条例第１３号 

令和 ４年１０月 １日条例第１２号 

令和 ６年 ３月 ５日条例第 ８号 

 

(目的)   

第１条 この条例は、建築基準法(昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。)第６８条の２第１

項の規定に基づき、地区計画区域(地区整備計画が定められている区域に限る。)内における建築物の

用途、構造及び敷地に関する制限を定めることにより、当該区域内における適正かつ良好な環境を確

保することを目的とする。 

(用語)  

第２条 この条例において使用する用語は、法及び建築基準法施行令(昭和２５年政令第３３８号)にお

いて使用する用語の例による。 

(適用区域)  

第３条 この条例の規定は、別表第１に掲げる区域に適用する。 

(建築物の用途の制限)  

第４条 前条に規定する区域(以下「計画地区」という。)内においては、別表第２の計画地区の区分に

応じ、同表に定める制限に適合するものでなければならない。 

(建築物の容積率の最高限度)  

第５条 建築物の容積率(延べ面積の敷地面積に対する割合をいう。)は、別表第２の計画地区の区分に

応じ、同表に掲げる数値以下でなければならない。 

(建築物の建蔽率の最高限度)  

第６条 建築物の建蔽率(建築面積の敷地面積に対する割合をいう。)は、別表第２の計画地区の区分に

応じ、同表に掲げる数値以下でなければならない。 

(建築物の敷地面積の最低限度)  

第７条 建築物の敷地面積は、別表第２の計画地区の区分に応じ、同表に掲げる数値以上でなければな

らない。 

(壁面の位置の制限)  

第８条 壁面の位置は、別表第２の計画地区の区分に応じ、同表に掲げる数値以上でなければならない。 

(建築物の高さの最高限度)  
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第９条 建築物の高さは、別表第２の計画地区の区分に応じ、同表に掲げる数値以下でなければならな

い。 

(建築物等の形態又は意匠の制限)  

第１０条 建築物等の形態又は意匠は、別表第２の計画地区の区分に応じ、同表に掲げる制限に適合す

るものでなければならない。  

(垣又は柵の構造の制限)  

第１１条 垣又は柵の構造は、別表第２の計画地区の区分に応じ、同表に掲げる数値以下でなければな

らない。 

(公益上特に必要な建築物等の特例)  

第１２条 町長は、この条例の規定の適用に関し、良好な住環境形成を害するおそれがないと認める建

築物又は公益上特に必要な建築物と認めたものについては、その許可の範囲内において、第４条から

前条までの規定は、適用しない。 

(委任)  

第１３条 この条例の施行に関して、必要な事項は、町長が別に定める。 

(罰則)  

第１４条 次の各号のいずれかに該当するものは、200,000 円以下の罰金に処する。 

(１) 第４条の規定に違反した場合における当該建築物の建築主 

(２) 第５条から第８条までのいずれかの規定に違反した場合における当該建築物の設計者(設計図書

を用いないで工事を施工し、又は設計図書に従わないで工事を施工した場合においては当該建築物

の工事施工者) 

(３) 建築物の用途変更により、第４条の規定に違反した場合における当該建築物の所有者、管理者又

は占有者 

２ 前項第２号に規定する違反があった場合において、その違反が建築主の故意によるものであるとき

は、当該設計者又は工事施工者を罰するほか、当該建築主に対して同項の罰金刑を科する。 

３ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業員がその法人又は人の業務又は財

産に関して、前２項の違反行為をしたときは、その行為者を罰するほか、その法人又は人に対して第

１項の罰金刑を科する。 

 

附 則  

この条例は、令和６年３月２９日から施行する。  
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別表第１（第３条関係）  

与那原町東浜地区地区整備計画区域  

都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)第 20 条第 1 

項の規定により告示された那覇広域都市計画与那

原町東浜地区地区計画区域のうち、地区整備計画

が定められた区域  

与那原町大見武地区地区整備計画区域  

都市計画法第 20 条第 1項の規定により告示され

た那覇広域都市計画与那原町大見武地区地区計画

区域のうち、地区整備計画が定められた区域  
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別表第２（第４条－第１１条関係）（その１）  

  地

区 

地区の 

名称 

低層住宅 

地区（１） 

低層住宅 

地区（２） 

低層住宅 

地区（３） 

集合住宅 

地区 

一般住宅 

地区 

沿道住宅 

地区（１） 

沿道住宅 

地区（２） 

沿道住宅 

地区（３） 

沿道業務 

地区 

沿道商業 

地区 

教育関連 

施設地区 

宿泊・滞在

拠点施設 

地区 

スポーツ・ 

ウェルネス 

拠点施設地区 

東 

浜 

地 

区 

 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建  

築  

物  

等

に  

関  

す  

る  

事  

項 

の  

区  

分 

（用途 

地域） 

（第１種低層

住居専用

地域） 

（第２種低層

住居専用

地域） 

（第２種中高

層住居専

用地域） 

（第２種中高

層住居専

用地域） 

（第１種住居

地域） 

（準住居地

域） 

（準住居地

域） 

（第１種住居

地域） 

（準住居地

域） 

（近隣商業

地域） 

（第１種中高

層住居専用

地域） 

（準住居地

域） 

（準住居地域） 

地区の 

面積 

約 

７．５ ha 

約 

５．６ ha 

約 

０．７ ha 

約 

９．１ ha 

約 

４．１ ha 

約 

１．８ ha 

約 

７．３ ha 

約 

１．５ ha 

約 

０．８ ha 

約 

９．６ ha 

約 

２．６ ha 

約 

０．５ ha 

約 

３．１ ha 

建築物 

の用途 

の制限 

次の各号に掲げる建築物を建築又は用途利用してはならない。次の各号は、各地区の用途地域で建築可能なもののうち、制限する用途を示す。  

１．共同住

宅、寄宿

舎、下宿 

２．学校、図

書館その他

これらに類

するもの（近

隣住民を対

象とした公

民館や集

会所は除

く。） 

３．神社、寺

院、教会そ

の他これら

に類するも

の 

４．公衆浴

場、診療

所、保育所

その他これ

らに類する

もの 

５．老人ホー

ム、身体障

害者福祉ホ

ームその他

これらに類

するもの 

６．老人福祉

センター、

児童厚生

施設その他

これらに類

するもの 

１．共同住

宅、寄宿

舎、下宿 

２．学校、図

書館その他

これらに類

するもの（近

隣住民を対

象とした公

民館や集

会所は除

く。） 

３．神社、寺

院、教会そ

の他これら

に類するも

の 

４．公衆浴

場、診療

所、保育所

その他これ

らに類する

もの 

５．老人ホー

ム、身体障

害者福祉ホ

ームその他

これらに類

するもの 

６．老人福祉

センター、

児童厚生

施設その他

これらに類

するもの 

１．店舗、飲

食店その他

これらに類

するものの

床面積が

500㎡を超

え、1,500㎡

以下のもの 

２．事務所そ

の他これに

類するもの

の床面積

が500㎡を

超え、1,500

㎡以下のも

の 

３．学校、図

書館その他

これらに類

するもの（近

隣住民を対

象とした公

民館や集

会所は除

く。） 

４．葬祭場

その他これ

に類するも

の 

５．神社、寺

院、教会そ

の他これら

に類するも

の 

６．病院 

７．老人ホー

ム、身体障

害者福祉ホ

ームその他

これらに類

するもの 

８．火薬、石

油類、ガス

等の危険

物の貯蔵・

処理を扱う

施設 

１．学校、図

書館その他

これらに類

するもの（近

隣住民を対

象とした公

民館や集

会所は除

く。） 

２．葬祭場そ

の他これに

類するもの 

３．神社、寺

院、教会そ

の他これら

に類するも

の 

４．病院 

５．老人ホー

ム、身体障

害者福祉ホ

ームその他

これらに類

するもの 

６．火薬、石

油類、ガス

等の危険

物の貯蔵・

処理を扱う

施設 

１．ボーリン

グ場、スケ

ート場、水

泳場、ゴル

フ練習場、

バッティン

グ練習場そ

の他これら

に類するも

の 

２．図書館そ

の他これら

に類するも

の（近隣住

民を対象と

した公民館

や集会所

は除く。） 

３．葬祭場そ

の他これに

類するもの 

４．神社、寺

院、教会そ

の他これら

に類するも

の 

５．病院 

６．老人ホー

ム、身体障

害者福祉ホ

ームその他

これらに類

するもの 

７．自動車教

習所 

８．畜舎 

９．自動車修

理工場 

10．火薬、石

油類、ガス

等の危険

物の貯蔵・

処理を扱う

施設 

１．図書館そ

の他これら

に類するも

の（近隣住

民を対象と

した公民館

や集会所

は除く。） 

２．葬祭場そ

の他これに

類するもの 

３．神社、寺

院、教会そ

の他これら

に類するも

の 

４．老人ホー

ム、身体障

害者福祉ホ

ームその他

これらに類

するもの 

５．自動車教

習所 

６．倉庫業倉

庫 

７．農産物の

貯蔵場その

他これに類

するもの 

８．畜舎 

９．火薬、石

油類、ガス

等の危険

物の貯蔵・

処理を扱う

施設 

１．図書館そ

の他これら

に類するも

の（近隣住

民を対象と

した公民館

や集会所

は除く。） 

２．葬祭場そ

の他これに

類するもの 

３．神社、寺

院、教会そ

の他これら

に類するも

の 

４．老人ホー

ム、身体障

害者福祉ホ

ームその他

これらに類

するもの 

５．自動車教

習所 

６．倉庫業倉

庫 

７．農産物の

貯蔵場その

他これに類

するもの 

８．畜舎 

９．火薬、石

油類、ガス

等の危険

物の貯蔵・

処理を扱う

施設 

１．図書館そ

の他これら

に類するも

の（近隣住

民を対象と

した公民館

や集会所

は除く。） 

２．葬祭場そ

の他これに

類するもの 

３．神社、寺

院、教会そ

の他これら

に類するも

の 

４．老人ホー

ム、身体障

害者福祉ホ

ームその他

これらに類

するもの 

５．自動車教

習所 

６．畜舎 

７．火薬、石

油類、ガス

等の危険

物の貯蔵・

処理を扱う

施設 

１．図書館そ

の他これら

に類するも

の（近隣住

民を対象と

した公民館

や集会所

は除く。） 

２．葬祭場そ

の他これに

類するもの 

３．神社、寺

院、教会そ

の他これら

に類するも

の 

４．老人ホー

ム、身体障

害者福祉ホ

ームその他

これらに類

するもの 

５．自動車教

習所 

６．倉庫業倉

庫 

７．畜舎 

８．火薬、石

油類、ガス

等の危険

物の貯蔵・

処理を扱う

施設 

１．住宅 

２．寄宿舎、

下宿 

３．兼用住宅 

４．学校、図

書館その他

これらに類

するもの（近

隣住民を対

象とした公

民館や集

会所は除

く。） 

５．葬祭場そ

の他これに

類するもの 

６．神社、寺

院、教会そ

の他これら

に類するも

の 

７．老人ホー

ム、身体障

害者福祉ホ

ームその他

これらに類

するもの 

８．老人福祉

センター、

児童厚生

施設その他

これらに類

するもの 

９．自動車教

習所 

10．倉庫業

倉庫 

11．農産物

の貯蔵場そ

の他これに

類するもの 

12．畜舎 

13．危険性

や環境を悪

化させるお

それが少な

い工場 

14．火薬、石

油類、ガス

等の危険

物の貯蔵・

１．住宅 

２．共同住宅 

３．兼用住宅 

４．巡査派出

所、郵便局

その他これ

らに類する

もの 

５．税務署、

警察署、保

健所及び

消防署その

他これらに

類するもの 

６．神社、寺

院、教会そ

の他これら

に類するも

の 

７．病院 

８．老人ホー

ム、身体障

害者福祉ホ

ームその他

これらに類

するもの 

９．老人福祉

センター、

児童厚生

施設その他

これらに類

するもの 

10．パン屋、

米屋、豆腐

屋その他こ

れらに類す

るもので作

業場の面

積が50㎡

以下 

１．住宅 

２．兼用住宅 

３．学校、図

書館その他

これらに類

するもの（近

隣住民を対

象とした公

民館や集

会所は除

く。） 

４．葬祭場そ

の他これに

類するもの 

５．巡査派出

所、郵便局

その他これ

らに類する

もの 

６．税務署、

警察署、保

健所及び

消防署その

他これらに

類するもの 

７．神社、寺

院、教会そ

の他これら

に類するも

の 

８．老人ホー

ム、身体障

害者福祉ホ

ームその他

これらに類

するもの 

９．老人福祉

センター、

児童厚生

施設その他

これらに類

するもの 

10．自動車

教習所 

11．倉庫業

倉庫 

12．農産物

の貯蔵場そ

の他これに

類するもの 

13．畜舎 

１．住宅 

２．共同住宅、

寄宿舎、下宿 

３．兼用住宅 

４．ホテル、旅館 

５．学校、図書

館その他これら

に類するもの

（近隣住民を対

象とした公民

館や集会所並

びにスポーツ・

ウェルネスに資

する学校は除

く。） 

６．葬祭場その

他これに類す

るもの 

７．巡査派出

所、郵便局そ

の他これらに

類するもの 

８．税務署、警

察署、保健所

及び消防署そ

の他これらに

類するもの 

９．神社、寺院、

教会その他こ

れらに類するも

の 

10．老人ホー

ム、身体障害

者福祉ホーム

その他これらに

類するもの 

11．老人福祉セ

ンター、児童厚

生施設その他

これらに類する

もの 

12．自動車教習

所 

13．倉庫業倉庫 

14．農産物の貯

蔵場その他こ

れに類するも

の 

15．畜舎 

16．自動車修理

工場 
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  地

区 

地区の 

名称 

低層住宅 

地区（１） 

低層住宅 

地区（２） 

低層住宅 

地区（３） 

集合住宅 

地区 

一般住宅 

地区 

沿道住宅 

地区（１） 

沿道住宅 

地区（２） 

沿道住宅 

地区（３） 

沿道業務 

地区 

沿道商業 

地区 

教育関連 

施設地区 

宿泊・滞在

拠点施設 

地区 

スポーツ・ 

ウェルネス 

拠点施設地区 

処理を扱う

施設 

14．自動車

修理工場 

15．火薬、石

油類、ガス

等の危険

物の貯蔵・

処理を扱う

施設 

17．火薬、石油

類、ガス等の危

険物の貯蔵・

処理を扱う施

設 

建築物の容

積率の最高

限度 

１０/１０ １０/１０ ２０/１０ ２０/１０ ２０/１０ ２０/１０ ２０/１０ ２０/１０ ２０/１０ ３０/１０ ２０/１０ ２０/１０ ２０/１０ 

東 

浜 

地 

区 

 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建  

築  

物  

等

に  

関  

す  

る  

事  

項 

建築物の建

蔽率の最高

限度 

５/１０ ５/１０ ６/１０ ６/１０ ６/１０ ６/１０ ６/１０ ６/１０ ６/１０ ８/１０ ６/１０ ６/１０ ６/１０ 

ただし、沖縄県建築基準法施行細則（昭和５６年沖縄県規則第１号）第２２条に定める角地等の敷地においては、建蔽率を１０％緩和できる。 

建築物の敷

地面積の最

低限度 

１６０㎡ １６０㎡ １６０㎡ ２００㎡ １６０㎡ ３００㎡ ２００㎡ ３００㎡ ６００㎡ ４００㎡ ―― 

１，２００㎡ 

（分割不可） 

１２，０００㎡ 

（分割不可） 

壁面の位置

の制限 

道路境界線及び隣地境界線から建築物の外壁又はこれに代わる柱及び出窓の外壁までの距離の最低限度は、以下のとおりとする。 

・道路境界

線…１．０ｍ 

・隣地境界

線…１．０ｍ 

・道路境界

線…１．０ｍ 

・隣地境界

線…１．０ｍ 

・道路境界

線…１．０ｍ 

・隣地境界

線…１．０ｍ 

・道路境界

線…１．０ｍ 

・隣地境界

線…１．０ｍ 

・道路境界

線…１．０ｍ 

・隣地境界

線…１．０ｍ 

・道路境界

線…１．０ｍ 

・隣地境界

線…１．０ｍ 

・道路境界

線…１．０ｍ 

・隣地境界

線…１．０ｍ 

・道路境界

線…１．０ｍ 

・隣地境界

線…１．０ｍ 

・道路境界

線…１．０ｍ 

・隣地境界

線…１．０ｍ 

・道路境界

線…１．０ｍ 

・隣地境界

線…０．５ｍ 

・道路境界

線…１．０ｍ 

・隣地境界

線…１．０ｍ 

・道路境界

線…１．０ｍ 

 

 

・道路(東側)境

界線…１５．０ｍ 

・道路(南側)境

界線…５．０ｍ 

・道路(西側・北

側)境界線…１．

０ｍ 

ただし、次の各号については、０．５ｍ以上とする。 

１．外壁及びこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３ｍ以下であるもの 

２．車庫、物置その他これらに類する用途に供し、軒の高さが２．３ｍ以下でかつ面積の合計が５㎡以内であるもの 

※緩和要件な

し 

建築物の高

さの最高限

度 

敷地地盤面

から 

１２ｍ以下 

敷地地盤面

から 

１２ｍ以下 

敷地地盤面

から 

１２ｍ以下 

―― ―― ―― ―― ―― 

敷地地盤面

から 

１２ｍ以下 

―― ―― ―― 

敷地地盤面から 

２５ｍ以下 

建築物等の

形態又は意

匠の制限 

１．敷地内の計画地盤高は、現況地盤面から３０ｃｍ以下となるように努める。 

２．駐車場を設置する場合は、周辺の交通環境に支障が生じないようにするとともに、利用しやすい駐車場の整備に努め、駐車場の出入口は周辺の交通環境

や歩行者の安全に配慮した配置とする。 

３．屋根、軒、庇、ベランダ、外階段、出窓等の位置は、道路及び敷地境界線から０．５ｍ以上後退した位置とする。 

左記１～２同様 

左記３は西側・

北側道路境界

線からのみ適用

する。 

垣又は柵の

構造の制限 

垣又は柵の構造は、次の各号の条件に適合しなくてはならない。ただし、門柱及び意匠上、これに附属する部分はこの限りでない。  

１．フェンス等の高さは、現況地盤面から１．２ｍ以下とする。 

２．コンクリート基礎とフェンスとの併用の場合は、現況地盤面から１．２ｍ以下とし、構造については、可視可能なものとする。 

３．コンクリートブロック積等の高さは、現況地盤面から６０ｃｍ以下とする。 

４． 生け垣等の高さは、現況地盤面から１．８ｍ以下にするように努め、周辺の環境や安全に配慮する。 

制限なし 

垣又は柵の

構造は、次

の各号に適

合しなくては

ならない。た

だし、門柱

及び意匠

上、これに

附属する部

分はこの限

りでない。 

 左記１～4

同様 

 

垣又は柵の構

造は、次の各号

に適合しなくて

はならない。た

だし、門柱及び

意匠上、これに

附属する部分は

この限りでない。 

 左記１～4同

様 

なお、誘導看板

など安全及び運

営上やむを得な

いものや建築物

の保安及び管

理上やむを得な

いものについて

は、この限りでな

い。 

備考 

1．建築物等に関する事項について、町長が良好な住環境の形成を害するおそれがないと認める建築物又は公益上特に必要な建築物と認めたものについては、適用しない。  

2．その他、この制限に関し必要な事項は、運用基準で定める。 
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別表第２（第４条－第１１条関係）（その２）  

大

見

武

地

区 

  

地

区

整

備

計

画 

  

建築

物等

に関

する

事  

地区の

区分  

地区の名称 

(用途地域) 

バイパス沿道地区  低層住宅地区  

地区の面積  約３．６ｈａ  約８．７ｈａ  

建築物の用途の制限 環境良好な中高層住宅地を目指し、次の各号

に掲げる建築物以外の建築物は、建築しては

ならない。  

１）住宅、共同住宅、寄宿舎又は下宿  

２）建築基準法施行令第１３０条の３に規定

されている兼用住宅及び次号に示す店

舗、飲食店等との兼用住宅で、非住宅部

分の床面積が、５０㎡以下かつ建築物の

延べ面積の２分の１未満のもの  

３）建築基準法施行令第１３０条の５の３に

規定されている店舗、飲食店等  

４）近隣住民を対象とした公民館、集会所  

５）前各号の建築物に附属するもの（建築基

準法施行令第１３０条の５の５に定める

ものを除く。）  

環境良好な低層住宅地を目指し、次の各

号に掲げる建築物以外の建築物は、建築

してはならない。  

１）住宅、共同住宅、寄宿舎又は下宿  

２）建築基準法施行令第１３０条の３に

規定されている兼用住宅  

３）建築基準法施行令第１３０条の５の 

２に規定されている店舗、飲食店等  

４）前３号の建築物に附属するもの（建

築基準法施行令第１３０条の５に定

めるものを除く。）  

建築物の容積率の最

高限度  
２００％  １００％  

建築物の建蔽率の最

高限度  

６０％  ５０％  

ただし、沖縄県建築基準法施行細則（昭和５６年沖縄県規則第１号）第２２条に定め

る角地等の敷地においては建蔽率を１０％緩和できる。  

建築物の高さの最高

限度  
敷地地盤面から１２ｍ  敷地地盤面から１０ｍ  

建築物の敷地面積の

最低限度  
１８０㎡  

壁面の位置の制限  建築物の外壁又はこれに代わる柱及び出窓の外面から道路境界線及び敷地境界線まで

の距離を以下のとおりとする。  

・道路境界線・・・１．０ｍ以上    

・敷地境界線・・・１．０ｍ以上  

なお、計画図に示す地区施設には、現況幅員が４ｍ未満の区間を含んでおり、その場

合は道路の中心線から水平距離２ｍの線を道路の境界線とみなす。  

ただし、地形その他の事情によりやむを得ない場合は、敷地境界線から０．５ｍ以上

後退した位置とする。  

建築物等の形態又は

意匠の制限  

１）出窓、ベランダ、バルコニー、外階段等の位置は、壁面（建築物の外壁又は柱面）

の位置の制限に準ずる。  

 



7  

   
２）地盤面から３ｍ未満の高さに設置する屋根、軒、庇の位置は、壁面（建築物の外壁

又は柱面）の位置の制限に準ずる。地盤面から３ｍ以上の高さに設置する屋根、軒、

庇の位置は、道路及び敷地境界線から０．５ｍ以上後退した位置とする。  

３）カーポートや倉庫等を設置する場合は、壁面（建築物の外壁又は柱面）の位置の制

限に準ずる。  

垣又は柵の構造の

制限  

垣又は柵の構造は、次の各号に適合しなくてはならない。ただし、門柱及び意匠

上、これに附属する部分は、この限りでない。  

１）かき又は柵を設置する場合は、設置部地盤面から１．５ｍ以下の高さの可視可能な

フェンス等とする。  

２）フェンス等の下部にブロック塀等を設置する場合は、設置部地盤面から６０ｃｍ以

下の高さとする。  

備考  建築物等に関する事項については、沖縄電力株式会社所有の電気供給施設（変電

所、鉄塔、送電線等）用地においては適用対象外とする。また、町長が良好な住環境

の形成を害するおそれがないと認める建築物又は公益上特に必要な建築物と認めたも

のについては、この限りでない。  

その他、この計画の執行に関し必要な事項は、運用基準で定める。  

 


